
［参考・３月（確報）］
インターネット購入及び

成年年齢の引下げに関する
意識調査結果

令和４年３月31日（木）



 と思うものは何ですか。該当するものを全て選んでください。

 （※）映画鑑賞やスポーツ観戦等については、チケットをインターネットで購入するか否かに関わらず、

 鑑賞・観戦を【インターネット上で体験】したいと思うものを選んでください。
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0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

書籍、ＣＤ・ＤＶＤ・ＢＤ、ゲーム機・ゲームソフトなど

衛生用品（トイレットペーパー、マスク、石けんなど）

家電・家具（パソコン、ゲーム機等を除く）

化粧品

衣類・履物

パソコン、周辺機器

飲食料品（生鮮食品、調理済み食品を除く）

調理済み食品（おかず・そう菜、冷凍食品など）

映画鑑賞

スポーツ観戦、コンサート・音楽ライブ

生鮮食品（野菜、肉、魚など）

習い事（学習、英会話、料理など）

高級品（貴金属など）

その他

特にない

令和４年３月(N=1,878人、M.T.=334.1%）

令和３年12月(N=1,884人、M.T.=324.0%）

令和３年９月(N=1,899人、M.T.=339.8%）

令和３年６月(N=1,924人、M.T.=348.6%）

注）インターネット購入及び成年年齢の引下げに関する意識調査は、物価モニター調査の令和３年６月、９月、12月及び令和４年
３月調査のみの設問であったため、令和３年６月、９月、12月及び令和４年３月調査から当該意識調査部分を抜粋し、確報として
数値を更新した上で、　参考として公表するものである。

１．意識調査結果
問１　以下の分野の商品・サービスのうち【インターネットで購入】又は【インターネット上で体験※】したい
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0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

書籍、ＣＤ・ＤＶＤ・ＢＤ、ゲーム機・ゲームソフトなど

衛生用品（トイレットペーパー、マスク、石けんなど）

家電・家具（パソコン、ゲーム機等を除く）

化粧品

衣類・履物

パソコン、周辺機器

飲食料品（生鮮食品、調理済み食品を除く）

調理済み食品（おかず・そう菜、冷凍食品など）

映画鑑賞

スポーツ観戦、コンサート・音楽ライブ

生鮮食品（野菜、肉、魚など）

習い事（学習、英会話、料理など）

高級品（貴金属など）

その他

特にない

20歳代(N=20人、M.T.=265.0%）

30歳代(N=150人、M.T.=351.3%）

40歳代(N=505人、M.T.=353.9%）

50歳代(N=634人、M.T.=344.5%）

60歳代(N=408人、M.T.=319.4%）

70歳以上(N=161人、M.T.=260.9%）

＜年代別＞
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10.6

7.1

2.1

0.0
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0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

書籍、ＣＤ・ＤＶＤ・ＢＤ、ゲーム機・ゲームソフトなど

衛生用品（トイレットペーパー、マスク、石けんなど）

家電・家具（パソコン、ゲーム機等を除く）

化粧品

衣類・履物

パソコン、周辺機器

飲食料品（生鮮食品、調理済み食品を除く）

調理済み食品（おかず・そう菜、冷凍食品など）

映画鑑賞

スポーツ観戦、コンサート・音楽ライブ

生鮮食品（野菜、肉、魚など）

習い事（学習、英会話、料理など）

高級品（貴金属など）

その他

特にない

単身(N=145人、M.T.=322.1%）

二人暮らし(N=684人、M.T.=327.9%）

三人暮らし(N=530人、M.T.=342.3%）

四人暮らし(N=378人、M.T.=342.6%）

五人以上(N=141人、M.T.=322.7%）

＜居住形態別＞
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令和４年４月１日より成年年齢が20歳から18歳に引き下げられますが、これについてお伺いします。

問２　令和４年４月１日から、成年年齢が20歳から18歳に引き下げられることに対するあなたの認識について、

 当てはまるものを１つ選んでください。
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(N=20人）

30歳代

(N=150人）

40歳代

(N=505人）

50歳代

(N=634人）

60歳代

(N=408人）

70歳以上

(N=161人）

引き下げられることを知っており、その内容についてもよく理解している

引き下げられることを知っており、その内容について多少は理解している

引き下げられることは知っているが、内容は知らない

引き下げられることを知らなかった

27.8
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55.4

64.4

13.1

17.7

3.7

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

(N=587人）

女性

(N=1,291人）

18.7 61.6 16.2 3.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

(N=1,878人）

引き下げられることを知っており、その内容についてもよく理解している

引き下げられることを知っており、その内容について多少は理解している

引き下げられることは知っているが、内容は知らない

引き下げられることを知らなかった

＜性別＞

＜年代別＞
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問３　令和４年４月１日以降「18歳になれば法律上認められること」として、正しいと思うものを全て選んでください。

        ※現在のあなたの認識でお答えください。

　　 　

87.7

71.4
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23.2

15.6
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0％ 10％20％30％40％50％60％70％80％90％100％

親の同意がなくても

クレジットカードをつくることができる

親の同意がなくても

アパートの賃貸契約を結ぶことができる

親の同意がなくても

ローンを組むことができる

大型自動車運転免許を

取得することができる

競馬の投票券（馬券）を

購入することができる

飲酒をすることができる

喫煙をすることができる

男性(N=587人、M.T.=278.7%）

女性(N=1,291人、M.T.=271.1%）

86.2

68.5
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0％ 10％20％30％40％50％60％70％80％90％100％

親の同意がなくても

クレジットカードをつくることができる

親の同意がなくても

アパートの賃貸契約を結ぶことができる

親の同意がなくても

ローンを組むことができる

大型自動車運転免許を

取得することができる

競馬の投票券（馬券）を

購入することができる

飲酒をすることができる

喫煙をすることができる

全体(N=1,878人、M.T.=273.5%）

＜性別＞

⇒18歳から可

(正しい認識)

⇒20歳から可

(誤った認識)

⇒18歳から可

(正しい認識)

⇒20歳から可

(誤った認識)
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＜年代別＞
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0％ 10％20％30％40％50％60％70％80％90％100％

親の同意がなくても

クレジットカードをつくることができる

親の同意がなくても

アパートの賃貸契約を結ぶことができる

親の同意がなくても

ローンを組むことができる

大型自動車運転免許を

取得することができる

競馬の投票券（馬券）を

購入することができる

飲酒をすることができる

喫煙をすることができる

20歳代(N=20人、M.T.=270.0%）

30歳代(N=150人、M.T.=273.3%）

40歳代(N=505人、M.T.=270.7%）

50歳代(N=634人、M.T.=271.5%）

60歳代(N=408人、M.T.=276.5%）

70歳以上(N=161人、M.T.=283.2%）

⇒18歳から可

(正しい認識)

⇒20歳から可

(誤った認識)
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5.1
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67.0

20.3

15.1

6.1

4.6

76.7

52.8

50.2

23.6
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54.8

38.7

30.6
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0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％100％

親の同意がなくても

クレジットカードをつくることができる

親の同意がなくても

アパートの賃貸契約を結ぶことができる

親の同意がなくても

ローンを組むことができる

大型自動車運転免許を

取得することができる

競馬の投票券（馬券）を

購入することができる

飲酒をすることができる

喫煙をすることができる

引き下げられることを知っており、その内容

についてもよく理解している

(N=351人、M.T.=295.2%）

引き下げられることを知っており、その内容
について多少は理解している

(N=1,157人、M.T.=270.9%）

引き下げられることは知っているが、

内容は知らない

(N=305人、M.T.=259.3%）

引き下げられることを知らなかった

(N=62人、M.T.=272.6%）

＜成年年齢引き下げに対する認識別＞

⇒18歳から可

(正しい認識)

⇒20歳から可

(誤った認識)
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問４　新成年が消費者トラブルに巻き込まれることを防ぐために、あなたができると思うこと、又は行政などに

 求めたいことを全て選んでください。
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46.6

46.0
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33.8
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26.8

2.7

4.5

2.6

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

国や地方公共団体からの呼びかけや、注意すべきことの

情報提供を強化してほしい

マスコミにもっとトラブル事例を取り上げてほしい

法律違反を犯した事業者の取り締まりを強化してほしい

何かあったときに新成年が相談できる窓口を教える

家庭などでの新成年に対する教育の機会を増やす

新成年から相談を受けたときにアドバイスできるよう

知識を身につけておく

新成年から相談しやすい雰囲気、関係を日頃からつくっておく

相談体制を強化してほしい

機会があれば、新成年に対し注意喚起をする

弁護士など専門家からも情報発信してほしい

その他

特にない

分からない

全体(N=1,878人、M.T.=399.4%）
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＜性別＞

48.4
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39.9

39.5

30.3

28.6

27.1

33.0

24.4

23.0

2.2

8.0

3.1

57.8

48.4

49.7

48.9
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国や地方公共団体からの呼びかけや、注意すべきことの

情報提供を強化してほしい

マスコミにもっとトラブル事例を取り上げてほしい

法律違反を犯した事業者の取り締まりを強化してほしい

何かあったときに新成年が相談できる窓口を教える

家庭などでの新成年に対する教育の機会を増やす

新成年から相談を受けたときにアドバイスできるよう

知識を身につけておく

新成年から相談しやすい雰囲気、関係を日頃からつくっておく

相談体制を強化してほしい

機会があれば、新成年に対し注意喚起をする

弁護士など専門家からも情報発信してほしい

その他

特にない

分からない

男性(N=587人、M.T.=351.6%）

女性(N=1,291人、M.T.=421.1%）
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＜年代別＞
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41.6

45.1

41.0

41.6

39.4

36.0

33.3

26.1

24.8

3.4

5.1

2.8

55.7

50.3

48.3

49.1

36.0

34.1

33.0

31.9

29.3

29.5

2.1

3.5

2.8

57.8

50.2

49.0

47.3

30.4

34.1

29.4

34.8

27.2

27.9

2.2

5.1

2.0

64.6

51.6

51.6

49.7

38.5

36.0

38.5

44.7

30.4

26.7

4.3

5.0

1.2

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

国や地方公共団体からの呼びかけや、注意すべきことの

情報提供を強化してほしい

マスコミにもっとトラブル事例を取り上げてほしい

法律違反を犯した事業者の取り締まりを強化してほしい

何かあったときに新成年が相談できる窓口を教える

家庭などでの新成年に対する教育の機会を増やす

新成年から相談を受けたときにアドバイスできるよう

知識を身につけておく

新成年から相談しやすい雰囲気、関係を日頃からつくっておく

相談体制を強化してほしい

機会があれば、新成年に対し注意喚起をする

弁護士など専門家からも情報発信してほしい

その他

特にない

分からない

20歳代(N=20人、M.T.=250.0%）

30歳代(N=150人、M.T.=381.3%）

40歳代(N=505人、M.T.=390.7%）

50歳代(N=634人、M.T.=405.4%）

60歳代(N=408人、M.T.=397.5%）

70歳以上(N=161人、M.T.=442.9%）
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50.1

47.0

53.6

39.9

42.7

39.9

36.2

34.2

28.5

4.6

4.3

0.9

55.7

48.1

47.5

46.6

37.6

37.3

34.7

34.9

28.0

28.0

2.4

4.1

2.1

51.8

43.0

45.6

37.0

29.5

27.9

27.5

28.2

20.0

20.7

1.6

6.6

5.9

50.0

32.3

32.3

35.5

32.3

22.6

25.8

29.0

17.7

24.2

3.2

4.8

6.5

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

国や地方公共団体からの呼びかけや、注意すべきことの

情報提供を強化してほしい

マスコミにもっとトラブル事例を取り上げてほしい

法律違反を犯した事業者の取り締まりを強化してほしい

何かあったときに新成年が相談できる窓口を教える

家庭などでの新成年に対する教育の機会を増やす

新成年から相談を受けたときにアドバイスできるよう

知識を身につけておく

新成年から相談しやすい雰囲気、関係を日頃からつくっておく

相談体制を強化してほしい

機会があれば、新成年に対し注意喚起をする

弁護士など専門家からも情報発信してほしい

その他

特にない

分からない

引き下げられることを知っており、

その内容についてもよく理解している

(N=351人、M.T.=437.6%）

引き下げられることを知っており、

その内容について多少は理解している

(N=1,157人、M.T.=407.1%）

引き下げられることは知っているが、

内容は知らない

(N=305人、M.T.=345.2%）

引き下げられることを知らなかった

(N=62人、M.T.=316.1%）

＜成年年齢引き下げに対する認識別＞
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２. ３月調査（確報）の回答者の属性

　３月調査の回答者数： 1,878人

①性別

男性 587人 （31.3％）

女性 1,291人 （68.7％）

②年齢
20～29歳 20人 （1.1％）

30～39歳 150人 （8.0％）

40～49歳 505人 （26.9％）

50～59歳 634人 （33.8％）

60～69歳 408人 （21.7％）

70歳以上 161人 （8.6％）

③職業
正社員 532人 （28.3％）

正社員以外の被雇用者 544人 （29.0％）

会社、団体などの役員 15人 （0.8％）

自営業 75人 （4.0％）

専業の主婦・主夫 516人 （27.5％）

学生 4人 （0.2％）

無職 156人 （8.3％）

その他 36人 （1.9％）

④居住地方
北海道 80人 （4.3％）

東北地方 126人 （6.7％）

関東地方 650人 （34.6％）

北陸甲信越地方 115人 （6.1％）

中部地方 226人 （12.0％）

近畿地方 311人 （16.6％）

中国地方 114人 （6.1％）

四国地方 62人 （3.3％）

九州・沖縄地方 194人 （10.3％）

⑤居住形態
単身 145人 （7.7％）

二人暮らし 684人 （36.4％）

三人暮らし 530人 （28.2％）

四人暮らし 378人 （20.1％）

五人以上 141人 （7.5％）

⑥世帯年収
300万円未満 277人 （14.7％）

300～500万円 509人 （27.1％）

500～700万円 486人 （25.9％）

700～1,000万円 395人 （21.0％）

1,000万円以上 210人 （11.2％）
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